郵政民営化は誰のため何のため？利用者・国民ぬきの可笑しな暴走
「国民本位の郵便局サービスの拡充」を求める立場から点検しよう
　小泉首相は「改革の本丸」と称する郵政民営化法案を、自民党内で意思統一できないまま連休直前に閣議決定して国会に提出した。党内の反対派を党議拘束で縛っても成立させる、会期延長してでも強行する、などの強硬姿勢をみせているが、連休明けの国会では、野党の反対もさることながら、自民党内での反対派との亀裂に立ち往生している。小泉内閣は一体何をしたいのだろうか？

　全国には24,700の郵便局があり（その数は23､160小学校区に匹敵）、全国津々浦々で、毎日7,100万通の郵便物と110万個の小包を配達し、毎日680万人の人びとがその窓口を訪れる。窓口では郵便の引受け、郵貯・郵為・郵振・簡保・国庫金の受払い、年金・恩給の支払い、印紙の売り捌き、国民金融公庫やＮＨＫからの委託事務、外貨・旅行小切手の売買、住民票・登記簿謄本の交付請求扱いなど年間350兆円の社会的事業を維持している。これらが現行法のもとでは「公共の福祉の増進」を目的として営まれ、すべての国民が公平に利用できる事業としてなくてはならないものとなっている。ところがこの膨大な事業は、たえず利権の対象となり、金権・腐敗政治に温床を提供し、そのために国民の利益を損なうこともしばしばであった。だから国民は、これらの不祥事からみずからの財産と利便性を守るために、郵政の民主化を切実に求めている。

　小泉内閣は去る１月22日、全国紙５紙に「郵政民営化にあなたのＹＥＳを」と題する全面広告（国民の税金を１億700万円使った！）を掲載し、郵政民営化の目玉を５つ掲げた。それらは国民の郵政民主化要求に応えるかのような粉飾に包まれているので、私の注を付しながら紹介してみよう。①郵便・郵貯・簡保の３つに限られている郵便局サービスをより便利で多様にする（注：「公共の福祉の増進」の目的を解体し営利事業にする）、②全国一律に郵便物を届けるサービスを維持したままさまざまな金融・保険サービスを行なう（注：金融業界と提携して投資信託や株を売り捌く）、③全国の郵便局をコンビニ化する（注：不採算局は潰し、物流大手との提携や小型物流中心の多国籍企業化をすすめる）、④郵貯・簡保の資金を公的部門から民間にシフトさせる（注：国民の財産と利便性を金融業界に売り渡す）、⑤国家公務員全体の３割を占める郵政事業職員27万人を民間人にすることで「小さな政府」を実現する（注：すでに独立採算制になっているので政府負担とは無関係であることを隠しながら人減らしをすすめる）。
　要するに小泉内閣の郵政民営化の中心は、郵政３事業を、競争・市場原理にゆだねるところにある。バブルに踊って経営を破綻させ、人減らし・リストラ・店舗統廃合で国民との信頼関係を自ら破壊してきた金融業界が、国内個人金融資産1,700兆円の25％を占める郵貯・簡保350兆円の市場開放を求め、小泉純一郎はその尖兵として首相の座を手にしているわけだ。

　郵政民営化をめぐる国会でのせめぎあいはいまだ混沌の感がある。「国民本位の郵便局サービスの拡充を」という国民の側の郵政民主化要求を忘れると、ついこの混沌に巻き込まれかねない。与党内での利害の違いも無視し、何が何でもこの法案を通そうとする小泉首相の狙いを決して見落とさないようにしたいものだ。

　　　　　　　　　　　　鈴木　彰（調布「憲法ひろば」世話人、多摩川在住）

